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選定された環境未来都市

神奈川県横浜市（人口：369.2万人）

大都市が抱える課題に対して地域の特徴や企業や市民団体等の市民
の原動力を活かし、環境から高齢化対応まで幅広い取組

岩手県大船渡市、陸前高田市、住田町（人口：合計6.7万人）

岩手県釜石市（人口：3.8万人）

再生可能エネルギーによる自立分散型電
源の構築や、CASSBEE健康チェックリストを
活用した健康住宅の推進

宮城県東松島市（人口：4.0万人）

福島県南相馬市（人口：6.6万人）

福島県新地町（人口：8,110人）

エネルギーの地産地消や生活応援センターでの保健・医療・福
祉および介護の一体化等の産業福祉都市の構築

環境防災未来都市として高台を利用した高齢者に配慮した連
結型のコンパクトシティの創設

公害克服や環境国際協力の経験・モノづくりの技
術を基盤に「市民・企業・行政の連携」、「地域の
つながり」を重視した取組

福岡県北九州市（人口：97万人）

震災がれきを活用した減災のための「千年
希望の丘」の造成や、交通の要所という立
地を活かした国際福祉都市

宮城県岩沼市（人口：4.4万人）

ICTを活用した情報通信インフラの構築と、
ソフトインフラである地域コミュニティを活用
する取組

震災を乗り越え、一次産業を核として、加工・流通経
路も独自に確保する「循環型地域産業」の創造

被災地以外

被災地

北海道下川町（人口：3,645人）

豊富な森林資源を活用した自立型の森林総合産業の創設
や、集住化モデルによる自立型コミュニティの構築

千葉県柏市（人口：40.5万人）

柏の葉キャンパスで大学等の「最先端の知」を活かし、「公
民学連携による自律した都市経営」を目指す取組

富山県富山市（人口：41.7万人）

LRTなどの公共交通を中心としたコンパクトシティ
の取組や高齢者・障碍者・児童を仕切らない富
山型のデイサービスの取組
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強靱性とは？
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□目的、基本理念

・ 大規模自然災害等に備えるには、事前防災・減災と迅速な復旧・復興に資する施策の総合的、計画的な実施が重要
であり、国際競争力向上に資する

□基本方針

１ 大規模自然災害等に際して人命の保護が最大限図られる
２ 国家及び社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持される
３ 国民の財産及び公共施設に係る被害の最小化
４ 迅速な復旧復興
※この他、ハード・ソフト連携した推進体制の整備、施策の重点化 等

□施策の策定及び実施の方針

・ 既存の社会資本の有効活用、民間資金の積極的な活用、自然との共生・環境との調和 等

□基本計画・脆弱性評価

・ 国土強靱化に係る指針として基本計画を定め、国土強靱化に関しては、
国の他の計画は本計画を基本とする（＝アンブレラ計画）
（具体的な事業は記載せず、基本計画を指針として他の計画で位置づけ）

・ 計画の策定に先立ち、脆弱性に関する評価を実施し、その結果の検証を
行うとともに、地方公共団体等の意見も聴取

□国土強靱化推進本部

・ 全閣僚により構成
・ 本部長 ：総理大臣 副本部長：官房長官、国土強靱化担当大臣、国土交通大臣
・ 脆弱性評価指針の決定、国土強靱化基本計画の案の作成（→計画は閣議決定）

□地方公共団体

・ 国土強靱化地域計画の策定

強くしなやかな国民生活の実現を図るための
防災・減災等に資する国土強靱化基本法の概要について
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Ⅰ．人命の保護が最大限図られる Ⅱ．国家及び社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持される Ⅲ．国民の財産及び公共施設に係る被害の最小化 Ⅳ．迅速な復旧復興

事前に備えるべき目標 プログラムにより回避すべき起こってはならない事態

1

大規模自然災害
が発生したときでも
人命の保護が最大
限図られる

大都市での建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や住宅密集地における火災によ
る死傷者の発生

不特定多数が集まる施設の倒壊･火災

広域にわたる大規模津波等による多数の死者の発生

異常気象等による広域かつ長期的な市街地等の浸水

大規模な火山噴火・土砂災害（深層崩壊）等による多数の死傷者の発生のみならず、
後年度にわたり国土の脆弱性が高まる事態

情報伝達の不備等による避難行動の遅れ等で多数の死傷者の発生

2

大規模自然災害
発生直後から救
助・救急、医療活
動等が迅速に行わ
れる（それがなされ
ない場合の必要な
対応を含む）

被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の長期停止

多数かつ長期にわたる孤立集落等の同時発生

自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助･救急活動等の絶対的不足

救助・救急、医療活動のためのエネルギー供給の長期途絶

想定を超える大量かつ長期の帰宅困難者への水･食糧等の供給不足

医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶による医療機能の麻痺

被災地における疫病・感染症等の大規模発生

3

大規模自然災害
発生直後から必要
不可欠な行政機
能は確保する

矯正施設からの被収容者の逃亡、被災による現地の警察機能の大幅な低下による治
安の悪化

信号機の全面停止等による重大交通事故の多発

首都圏での中央官庁機能の機能不全

地方行政機関の職員･施設等の被災による機能の大幅な低下

4

大規模自然災害
発生直後から必要
不可欠な情報通
信機能は確保する

電力供給停止等による情報通信の麻痺・長期停止

郵便事業の長期停止による種々の重要な郵便物が送達できない事態

テレビ･ラジオ放送の中断等により災害情報が必要な者に伝達できない事態

プログラムにより回避すべき起こってはならない事態一覧

事前に備えるべき目標 プログラムにより回避すべき起こってはならない事態

5

大規模自然災害
発生後であっても、
経済活動（サプライ
チェーンを含む）を
機能不全に陥らせ
ない

サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下による国際競争力の低下

社会経済活動、サプライチェーンの維持に必要なエネルギー供給の停止

コンビナート・重要な産業施設の損壊、火災、爆発等

海上輸送の機能の停止による海外貿易への甚大な影響

太平洋ベルト地帯の幹線が分断する等、基幹的陸上海上交通ネットワークの機能停止

複数空港の同時被災

金融サービス等の機能停止により商取引に甚大な影響が発生する事態

食料等の安定供給の停滞

6

大規模自然災害発
生後であっても、生
活・経済活動に必
要最低限の電気、
ガス、上下水道、
燃料、交通ネット
ワーク等を確保する
とともに、これらの早
期復旧を図る

電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や石油・LPガスサプライチェーンの機能
の停止

上水道等の長期間にわたる供給停止

汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止

地域交通ネットワークが分断する事態

異常渇水等により用水の供給の途絶

7
制御不能な二次
災害を発生させな
い

市街地での大規模火災の発生

海上・臨海部の広域複合災害の発生

沿線･沿道の建物倒壊による直接的な被害及び交通麻痺

ため池、ダム、防災施設、天然ダム等の損壊・機能不全による二次災害の発生

有害物質の大規模拡散･流出

農地・森林等の荒廃による被害の拡大

風評被害等による国家経済等への甚大な影響

8

大規模自然災害
発生後であっても、
地域社会・経済が
迅速に再建・回復
できる条件を整備
する

大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が大幅に遅れる事態

道路啓開等の復旧・復興を担う人材等（専門家、コーディネーター、労働者、地域に精
通した技術者等）の不足により復旧･復興が大幅に遅れる事態

地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により復旧・復興が大幅に遅れる事態

新幹線等の基幹インフラの損壊により復旧･復興が大幅に遅れる事態

広域地盤沈下等による広域･長期にわたる浸水被害の発生により復旧･復興が大幅に
遅れる事態

基本目標 備考： は重点化すべき１５のプログラム

「国土強靱化基本計画」の概要（１／４）
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「国土強靱化基本計画」の概要（２／４）

●脆弱性評価（第２章） 略
●国土強靱化の推進方針（第３章） ～施策分野ごとの推進方針～

【行政機能／警察・消防等分野】

・政府全体の業務継続計画を踏
まえた対策の推進 等
【住宅・都市分野】

・密集市街地の火災対策、住宅・
学校等の耐震化、建築物の長周
期地震動対策 等
【保健医療・福祉分野】

・資機材、人材を含む医療資源
の適切な配分を通じた広域的な
連携体制の構築 等
【エネルギー分野】

・エネルギー供給設備の災害対
応力、地域間の相互融通能力の
強化 等

【金融分野】

・金融システムのバックアップ機
能の確保、金融機関横断的な合
同訓練の実施 等
【情報通信分野】

・情報通信システムの長期電力
供給停止等に対する対策の早期
実施 等
【産業構造分野】

・企業連携型BCP/BCMの構築促
進 等
【交通・物流分野】

・交通・物流施設の耐災害性の
向上 等
【農林水産分野】

・農林水産業に係る生産基盤等
のハード対策や流通・加工段階
のBCP/BCM構築等ソフト対策の
実施 等

【国土保全分野】

・防災施設の整備等のハー
ド対策と警戒避難体制の整
備等のソフト対策を組み合わ
せた総合的な対策 等
【環境分野】

・災害廃棄物の迅速かつ適
正な処理を可能とする廃棄
物処理システムの構築 等
【土地利用（国土利用）分野】

・多重性・代替性を高めるた
めの日本海側と太平洋側の
連携 等

個別施策分野

5



●国土強靱化の推進方針（第３章） （続き）

「国土強靱化基本計画」の概要（３／４）

●計画の推進と不断の見直し（第４章）

○今後、国土強靱化に係る国の他の計画につ
いて必要な見直しを行いながら計画を推進

○概ね5年ごとに計画内容の見直し、それ以前
においても必要に応じて所要の変更

○起きてはならない最悪の事態を回避するプログ
ラムの推進計画（※）を毎年度の国土強靱化アク
ションプランとして推進本部が策定。これにより施
策やプログラムの進捗管理及び重要業績指標等
による定量的評価を実施。
（※）プログラムごとの推進方針（略）に重要業績指標（ＫＰＩ）を加えて作成

○重点化すべき15プログラムを重点的に推進

横断的分野

【リスクコミュニケーション分野】

・国や自治体、国民や事業者等
の自発的取組促進のための双
方向コミュニケーション、教育、
訓練 等

【老朽化対策分野】

・長寿命化計画に基づく、メンテ
ナンスサイクルの構築 等

【研究開発分野】

・自然災害・老朽化対策に資
する優れた技術の研究開発、
普及、活用促進 等
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「国土強靱化基本計画」の概要（４／４）

国土強靱化基本計画について

○国土強靱化基本法第10条に基づく計画で、国土強靱化に係る国の他の計画等の指針となるもの
（アンブレラ計画）
○脆弱性評価結果を踏まえた、施策分野ごと及びプログラムごとの推進方針を定める

●国土強靱化の基本的考え方（第１章）

〔理念〕
○国土強靱化の基本目標
①人命の保護
②国家・社会の重要な機能が致命的な障害を
受けず維持される
③国民の財産及び公共施設に係る被害の最
小化
④迅速な復旧復興

〔基本的な方針等〕
○依然として進展する東京一極集中からの
脱却、「自律・分散・協調」型の国土の形成
○施策の重点化、ハード対策とソフト対策の
適切な組み合わせ
○既存社会資本の有効活用等による費用の
縮減
○PPP/PFIによる民間資金の積極的な活用
○PDCAサイクルの繰り返しによるマネジメン
ト 等

〔特に配慮すべき事項〕
○オリンピック・パラリンピックに向けた対策
等

○災害時でも機能不全に陥らない経済社会シス
テムを平時から確保し､国の経済成長の一翼を
担う

閣議決定
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大規模自然災害が発生したときでも人命の保護を最大限図る

○重点化すべきプログラム等における主要施策例

農林水産省・国土交通省 ３０１億円（２５８億円）

粘り強い海岸堤防（緑の防潮堤を含む）の整備 水門・陸閘等の自動化・遠隔操作化

○大規模津波等に備えた対策の推進

○海岸防災林の整備 農林水産省 ６７４億円の内数（５５７億円の内数）

○避難路・避難施設の整備

避難場所としての
緑地整備

漁港から高台への
避難路の整備

避難施設の整備

○大規模降灰時の影響の検証及び対応策の検討等
内閣府 １億円（０．６億円）

○日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震の地震動、津波推定及び
被害想定の検討 内閣府 ２億円の内数（３億円の内数）

○大規模水害・土砂災害等に備えた治水対策、渇水対策の推進
国土交通省 ２，９３２億円（２，８６６億円）

【緊急対策の例】

河川堤防の緊急点検結果に基づく緊急対策

深層崩壊の発生

土石流化して流下

砂防設備がない場合の被災区域

•避難路
•広域避難所

•防災拠点•緊急輸送道路

深層崩壊対策の推進

○ため池のハザードマップの利活用に
関する取組の強化

農林水産省 １，６７５億円の内数
（１，３５９億円の内数）

○自然生態系の有する防災・減災機能の可視化、活用に向けた考え方の
整理及びモデル事業の実施 環境省 ６億円の内数＜新規＞

広域にわたる大規模津波や大規模な水害・土砂災害による多数の死傷者の発生を回避する

○治山事業による山地防災力の
強化

農林水産省 ６７４億円の内数
（５５７億円の内数）

崩壊地（発生源）の
復旧・予防 荒廃した森林の整備

○地域住民等が実施する里山林の保全等の取組の支援

森林環境教育活動景観維持活動 侵入竹の伐採・除去 広葉樹の薪利用

（活動内容例）

路網の補修・機能強化

農林水産省 ３０億円（３０億円）

ハザードマップの作成 防災訓練の実施

津留
橋 県道７
１４号

堤防決壊

矢部川

H24年九州豪雨

農林水産省 ３，５６１億円の内数（２，９４５億円の内数）

国土交通省 防災・安全交付金 １２，６４７億円の内数
（１０，８４１億円の内数）

○農業用の排水施設の整備と排水管理等による防災・減災力の向上
農林水産省 １，６７５億円の内数（１，３５９億円の内数）
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横断的分野への対応

○重点化すべきプログラム等における主要施策例

○農山村コミュニティの維持・向上 農林水産省 ７８３億円（７６７億円）

農地法面の草刈り 水路の泥上げ

多様な主体が
参画

○学校における防災教育の充実（防災教育を中心とした実践的安全教育総合支援事業）

地域の特性に応じた防災教育、学校防災アドバイザーを
活用した避難場所や避難経路の見直し、子供たちの積極的な
ボランティア活動等を実施。

文部科学省 ３億円（１億円）

○Ｅ－ディフェンスを活用した
耐震技術研究
文部科学省
（独）防災科学技術研究所
施設整備費補助金 １６億円＜新規＞

（独）防災科学技術研究所
運営費交付金 ８２億円の内数

（７０億円の内数）

○次世代インフラ構造材料の研究開発○地震・火山・風水害・雪氷災害の
基盤的観測・予測研究等
文部科学省
（独）防災科学技術研究所
施設整備費補助金 ９億円＜新規＞

（独）防災科学技術研究所
運営費交付金 ８２億円の内数

（７０億円の内数）

地域
住民

農業者

自治会

ＰＴＡ消防団

都市
住民

ＮＰＯ

水土里ﾈｯﾄ
ＪＡ等

リスクコミュニケーション

○東アジア及び我が国の知見を活用した災害に強いインフラ整備等に向けた調査・研究
経済産業省 ９億円の内数（０．７億円 （９億円の内数））

構造部材の劣化診断技術の研究開発
構造部材の信頼性評価技術の研究開発

構造部材の補修・
補強材料・技術の
研究開発

（例）実際の橋梁を用いた
耐腐食材料の
長期暴露試験

（例）
高い疲労強度を
持つ鉄鋼溶接手法

新規高性能構造材の
研究開発

② 補修 ③更新

①点検・診断

鉄橋

CFRP

トンネル

コンクリート

CFRP

橋脚

（例）炭素繊維複合材料(ＣＦＲＰ)等の
多機能な新材料を開発

文部科学省
（独）物質・材料研究機構運営費交付金 １４９億円の内数（同１２３億円の内数）

研究開発

更
新

○インフラ老朽化対策等のための戦略的な維持管理・
更新の推進

炭素繊維シート
による補修

橋梁点検車を使った
橋梁点検

老朽化対策

４，４００億円（３，６６０億円）
８０１億円（２５４億円）
（内閣府・国土交通省計上分含む）
２，２２６億円の内数（１，８２３億円の内数）

国土交通省
厚生労働省

農林水産省
＜橋梁＞

＜水道施設＞

＜漁港＞

断面補修

防波堤の老朽化

積乱雲のレーダー観測事例

＜水路＞
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・英国は、大洪水（２００７）の後、
「重要インフラ・レジリエンス・プログラム」策定（２００９）

・米国は、ハリケーン・カトリーナ（２００５）の後、
「国家インフラ防護計画」全面改訂（２００９）

現在、
・英国は中長期の「国家レジリエンス計画」策定中

・米国は、インフラ強靭化に向けた政府全体・官民の連携を強化するため、
「統合版インフラ防護計画」の策定開始（2月12日オバマ大統領指示）
「官民連携ファンド」の提案（同日オバマ大統領一般教書演説）

両者とも
○幅広い「インフラ」を対象（通信、エネルギー、金融、交通、物流等）
○分野ごとに「脆弱性評価」を実施、必要な対応（ハード・ソフト、官民） を重点化

ダボス会議レポート"Building National Resilience"  →レジリエンスはグローバルスタンダード
☆各国間の競争が熾烈化 →災害大国だからこそ、この競争に勝つ必要。

英米のナショナル・レジリエンスに向けた取り組み状況
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環境モデル都市と環境未来都市

【温室効果ガス削減対応】
①温室効果ガスの大幅な削減

②先導性・モデル性

③地域適応性

④実現可能性

⑤持続性

・国による取組評価・公表
・有識者（推進ボード）によ
る現地での寄り添った支援
・国際フォーラム開催

・国による取組評価・公表

【環境・超高齢化、その他地域独自
の課題対応】
（１）これまでの環境モデル都市の取組の評価

（追加基準）

（２）環境未来都市の計画の評価

①将来ビジョン（魅力度、必然性、適切な課題・目標
設定と価値創造性）

②取組内容（包括性・戦略性、事業性・熟度、本気
度）

③体制（実効性・熟度、プロジェクトマネジメントの着
実な実施、都市間連携・ネットワークの有効活用

環境モデル都市
平成２０年１月首相施政方針
平成２５年３月地域再生本部決定

現在２３都市
（２０年度１３都市・２４年度７都市・２５年度３都市選定）

さらに厳選

「環境未来都市」構想

全国の市区町村

厳選
（将来的に最大でも４０～５０都市）

国による支援選定基準

環境モデル都市の中から

更に厳選

環境未来都市
平成２２年６月閣議決定
現在１１都市・地域
非被災地５都市
被災地６都市・地域

環境モデル都市

環境未来都市

○温室効果ガス排出の大幅な削減など低炭素社会の実現に向け、高い目標を掲げて先駆的な取組にチャレンジする都
市・地域として、平成２０年度に１３都市、平成２４年度に７都市、平成２５年度に３都市の合計２３都市を選定

○「環境・超高齢化対応等に向けた、人間中心の新たな価値を創造する都市」を基本コンセプトに、平成２３
年度に１１都市・地域を選定
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２１世紀は都市の時代
2050年には人口の7割が都市に居住

「環境未来都市」構想の背景・意義

持続可能な都市の実現
は、人類共通の課題

日本が世界に先んじて直面する課題

・都市を軸とした新たな社会経済システムの実現
⇒ 地域社会の活性化

・世界に先駆け人類共通の課題に取組み
⇒ 世界に貢献

求められる取組

 少子・高齢化
人口減少 1.3億人(2004年）→0.95億人(2050年）
高齢化率 23％（2009年）→40%(2050年）

 環境
原発事故による深刻なエネルギー制約
地球温暖化対策
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・環境価値、社会的価値、経済的価値の創造により
「誰もが暮らしたいまち」「誰もが活力あるまち」を実現。

・社会的連帯感の回復。人々の生活の質の向上。
・環境と超高齢化対応は必須のテーマ。都市・地域の実情により適宜テーマを追加。
・自律的に発展することができる持続可能な価値創造モデルの構築。

「環境未来都市」構想が目指す都市（基本コンセプト）

・教育 ・医療・介護 ・エネルギー
・情報通信技術 ・モビリティ ・住宅・建築物 等

・健康・医療
・介護・福祉
・防災
・子育て・教育 等

社会的価値の創造 ・低炭素・省エネルギー
・水・大気
・自然環境・生物多様性
・３R（ﾘﾃﾞｭｰｽ・ﾘﾕｰｽ・ﾘｻｲｸﾙ）

環境価値の創造

・雇用、所得の創出
・観光
・新産業
・産学官連携 等

経済的価値の創造

生活の基盤

環境対応 超高齢化対応 地域の独自テーマ

環境・超高齢化対応等に向けた、人間中心の新たな価値を創造する都市
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レジリエンス向上と環境未来都市

「誰もが暮らしたいまち」
「誰もが活力あるまち」

社会的価値
・健康・医療
・介護・福祉
・防災
・子育て・教育 等

環境価値
・低炭素・省エネルギー
・水・大気
・自然環境・生物多様性
・３R

経済的価値
・雇用、所得の創出
・観光
・新産業
・産学官連携 等

未来に向けた
３つの価値の更なる向上

環境未来都市構想

環境対応、超高齢化対応、
地域の独自テーマの取組

４５の起きてはならない
事態を想定した取組

国土強靭化

大規模自然災害等により
３つの価値を失うリスク
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